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第5章　インドネシアの地方分権 : 分権の流れと問
題の類型化
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2001年1月1目 をもってイン ドネシアは本格的に地方分権化を開始 した。1998年5月 に32





ら検討 してい くことにする。予め結論を言えば、現在の地方 レベルでは、新たな地方行政 ・分
権制度に基づ く 「ヒト・モノ ・カネ」の中央から地方への移動とそれに伴 う地方の政治 ・行政
ルールの再編に加えて、地域アイデンティティの模索が始ま り、それがエスニシティ、宗教 ・














は試み られてきた。インドネシア共和国が独立を宣言した1945年 からスハル ト体制の終焉す
る1998年 までを振 り返ってみると、1949年 から1950年 には連邦制、1957年 か ら1959年 には
地方分権化 した統一国家、それ以外の時代は中央集権的な統一国家が政治体制 として選択され
てきた。政治体制の実践経験で見れば、イン ドネシアでは圧倒的に中央集権的な統一国家の時
代が長 く、中央から 厂ヒト・モノ ・カネ」が地方に流れる連邦制や分権化 した統一国家の時代
は1年 間から2年 間 しか続かず、振 り子はす ぐに中央に戻ってきている。こうした歴史を見れ
ば、イン ドネシアにおいて 「権力の分散」(白石隆)を 志向する連邦制や分権化はそれほどな
じみのあるものではない。 にもかかわらず、90年 代後半、イン ドネシアでは分権化が始まっ
た。次項ではその背景について見ていきたい。
(2)ス ハル ト体制の崩壊か ら 「改革 」へ
1997年 中葉にアジアを襲った経済危機はとりわけイン ドネシア経済を悪化させた。 タイ、
マレーシア、韓国が経済危機にとどまったのに対して、イン ドネシアでは政治的 ・社会的危機
をも招いた。そ して1998年5月 、スハル ト大統領が辞任することで32年 間続いたスハル ト体
制が崩壊 した。経済危機に陥ってからスハル ト辞任に至るまでの間、首都ジャカルタのみなら
ず、各地の主要都市で学生を主体としたデモが頻発 し、スハル ト辞任要求に加えて、スハル ト
体制そのものの否定がデモの主題 となり、「改革」(Reformasi)と いう言葉がキーワー ドとなっ
た。 も う少 し具体的 に「改革」 が意 味す る ものを説 明す る と、汚職 ・癒着 ・縁故 主義
(Kolupsi,Kolusi,danNepotisme:KKN)の排除、国軍の政治 ・行政への介入拒否、民主化
の実現である。地方レベルでは、上は州知事、州議会から下は村長その他の村役場官吏までが
地域住民によるKKN批 判の対象とな り、地方議会や役所に押し掛けるデモが各地で繰 り広げ
られた。
こうした状況の中、スハル トの大統領辞任 と同時に副大統領から昇格 して第3代 大統領に就
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早に 「改革」路線を実行に移 していった。KKN排 除とい う点では、少なくともKKN防 止法
(99年第28号 法)を99年5A19日 には国会を通過 させた。国軍の行政 ・政治への介入拒否 とい
う点については、現役軍人の文官出向取 りやめ、警察の国軍からの分離、国会 ・地方議会にお
ける国軍 ・警察議席削減を実施 した。更に民主化の実現 とい う点では、一年以内の自由 ・公正
な総選挙実施 と地方 自治拡大を公約 した。前者については、実際に99年2,月1日 に政党法

















② 国軍が組織的に暴行、殺害を行った東チモール州、アチェ特別 自治州やイ リアン ・ジャ
ヤ州では独立要求がこれまで以上に高まっていた。 こうした独立の動きを阻止 して統一国
家の枠内で問題解決を図るために地方分権が必要であった。












地方 自治総局長 リヤス ・ラシ ッド(Prof.Dr.RyaasRasyid)を 委員長 とする7人 委員会




法案作成に終了の目処を付け始めた98年12月 から99年1月 にかけてであると言われる2。 法案
作成に当たっては、その審議に参加 した ドイツの国際援助機関であるGTZの 関与が大きかっ
た。中央 ・地方財政均衡関係 については大蔵省の影響 も強かったという。
早くも2,月4日 には地方分権法案が、2月9日 には中央 ・地方財政均衡法案が大統領により
国会に提出され、同月10日 には同二法案に対する国会審議が始まった。そ して、まず99年5
月7日 に地方行政の基本的枠組みを定める1999年 第22号 法、続いて同年5月19日 に中央政府
と地方自治体の財政均衡の枠組みを定める1999年 第25号 法が大統領の署名を経て公布 された。
7人 委員会結成からわずか1年 あまり、法案の国会審議からわずか三カ月あまりで 「改革」
後のイン ドネシアの地方行政 ・財政の枠組みは決まった。非常なスピー ド決定である。したがっ
て当然ながら、関連省庁との十分な意見交換もなされず、関連法令、政令などは後 日に作成さ
れることとなった。 これほど短期間で法律が公布 された理由は、ハビビ政権の安泰確保 と地域
社会の安定確保の二つの側面があったと思われる。前者についてい うと、分権法の公布は分権
化の推進 とい うハ ビビ政権の公約を目に見える形で実現することになり、6月 の総選挙実施前
に公布す ることができればハ ビビに対する支持も広が り彼の支持政党であるゴルカルに有利と
なる可能性があった。次に後者については言 うまでもないであろう。国軍を動員 して地方の不
満を武力鎮圧するというスハル ト時代のや り方は 「改革」後は使えなかった。従って、中央政
府 とすれば、独立までほのめかす地方を武力以外の形で早急に懐柔する必要に迫られていた。
その一つが分権法の公布であったと言える。
東チモール州については、99年1月 時点でハ ビビ政権はイン ドネシアの自治州として存続
するか否かを選択する住民投票を実施すること、そ して東チモール住民が自治州とい う選択を
拒否すれば独立も認めることを方針 として打ち出していた。政権の方針通 り、『8A30日 には
1リ ヤス ・ラシッドのグループ以外にもモフタル ・パボティンギのグループ、ユスリル ・イフザ ・マヘ
ンドラのグループも分権化のコンセプ トを提示した。当初、 リヤス ・ラシッ ドのグループは、ハビビも
支持する形で地方 自治体としての州を廃止する案を提示し、他のニグループは州に力点を置 く地方分権
の実施案を提示 した。結局、リヤス ・ラシッドのグループは州をも自治体とする地方分権案を法案化す




2ド イツの国際援助機関GTZの 分権化政策支援チームのR・ ライナー氏(R.Rainer)の 発言。2001年9
A24日 。
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住民投票が行われ、圧倒的多数の東チモール住民は独立を支持 した。10月 、国民協議会はこ
の投票結果に同意 した。東チモールは75年 に強制的にイン ドネシアに併合 された地域であり、





1999年10月 、大半の予想を覆 して大統領に就任 したアブ ドゥルラフマン ・ワヒ ド(KH:。
AbdurrachmanWahid)も また分権化の促進を支持 し続けた。彼は地方分権化を一層促進す
る立場を表明するかのように、新たにリヤス ・ラシッ ドを長 とする地方自治担当国務大臣府 を
設け、内務省一般行政 ・地方 自治総局の官吏約200名 を当大臣府に異動 させた。また、国権の
最高機関である国民協議会もまた分権化促進の立場を明確 にしていた。2000年8,月 に開催 さ
れた国民協議会年次会議においては、地方行政 ・自治に関する憲法改正を行って、地方自治に
関する条項を追加 した。更に同年次会議においては次の二つのことを政府に求めた。
①2001年5月 までにアチェ特別州とイ リアン ・ジャヤ州に対 して特別 自治権を付与す る
法律の作成を行 う。
② 第22号 法と第25号 法の実施に必要な政令の整備を2000年12A末 までに終了す る。地方





以外の地域、つま りアチェとイリアン ・ジャヤに挟まれた地域に対 しては早急な地方分権の実
施で対応するとい うものであったといえる。
では次に、イン ドネシアの大半の地域で実施 されつつある地方分権の内容 にっいて、99年





(1)地 方 行 政 ・自治 制 度
① 中央 と地方の権限の配分
まず 中央 と地方 の関係 について は、99年 第22号 法 では、外交、 国防治 安、 司法 、金融 ・財
政、宗教及びその他の分野 にお ける権限を除 く全 ての行政 分野において、地方 自治体が権限 を
持つ ことになってい る(第7条 第1項4)。 第7条 第2項 には、その他 の分野 の権限 として、 国
家プ ラニ ング、マ クロレベルの国家開発 の コン トロール 、財政均衡 、国家行政機構や国家経済
機 関、人材育成 ・能力強化、天然資源利用 、戦 略的ハ イテク、 自然環境 の保全、ナ シ ョナル ・
ス タンダー ドの設定 についての政策 を挙 げてい る。
更 に2000年 第25号 政令(2000年5月6日)により、 中央政府 の管轄 となるその他 の分野 の
権 限は次の25分 野に範疇分け された。
1.農 業、2.海 洋、3.鉱 業 ・エネル ギー 、4.森 林 ・プランテー シ ョン、5.通 商 ・産
業、6.協 同組合、7.投 資 、8.観 光、9.労 働 、10.厚 生、11.教 育 ・文化 、12.社 会 、
13.地 域計画、14.土 地 、15.居 住 、16.公 共事業 、17.運 輸 ・通信 、18.生 活環境、19.
内務 ・公 共行政、20.地 方 自治促進 、21.財 政均衡、22.人 口、23.体 育、24.司 法 ・立法、
25.情 報。
第25号 政令 は、 この25分 野について 中央政府 が行 う事務 の細則 をそれ ぞれ定 めて いる。そ
の細則 を大まかに括 って言 えば、中央政府 は基本的 には各分野 で指針、基準、規範 を定 めて大
枠 を設 定 した り、調整 を行 った りす ることになっている。具体 的な指針や基準の設定の仕方次
第 で中央 政府 の地方 への監督 ・介入 を強 くす るこ とは可能 である。
人事 については首長 も含 めて全 て 自治体 に委ね られ るこ とになった。スハル ト時代は 自治体
の局長 レベル は中央政府 の承認 が必要 であったがそれ もな くなった。
② 地方 自治体 の種類 と各 自治体単位の権限
スハル ト体 制時代 には地方行 政 単位 として、州 ・第 一級 地方 自治体(Propinsi・Daerah
OtonomTingkatI)(27)、県/市 ・第二 級 地方 自治 体(Kabupaten/Kotamadya・Daerah
OtonomTingkatII)(249/65)、郡 ・行政市(Kecamatan・KotaAdministratif)、行政村 ・
町(Desa/Kelurahan)(67,925)があった(カ ッコ内は98年 現在の単位 数、大まかな機構図
3こ の節の第1項 と第2項 は、拙稿[岡本2001a1に 大きく依拠 している。
474年 第5号 法においては、中央政府は国防治安、司法、外交、金融、地方首長の義務的業務、中央政
府が取 り扱 う方がより効果的な業務の6分 野を除き、地方 自治体に全ての事務を委譲できるとされてい
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については図1参 照)。
これ らの うち、地方 自治体 としての位 置づ けを与 え られ たのは、州 ・第一級地方 自治体、県
/市 ・第二級地方 自治体、行政村で ある5。 州 、県 ・市 には公選議員 、任命議員 か らな る議会 が
設置 され てお り、行政村 には村長 が議長 とな る村落評 議会(:LembagaMusyawarahDesa,
:LMD)が 設置 され て立法府 の役割 を期待 されてい た。 地方首長 につ いては、第一級地方議 会
(DPRDTingkatI)、第 二 級 地 方 議 会(DPRDTingkatII)が そ れ ぞ れ 、 州 知 事
(Gubernur)、 県長/市 長(Bupati/Walikotamadya)を複数 の候補者 の中か ら選挙 で選 んでい
た。 行政村長(KepalaDesa)は村 民が直接選 挙で選 んだ。重 点が置かれ た地方 自治体 は第
一級地方 自治体で はな く第二級地方 自治体で あるが、第一級 、第二級 とあるよ うに、州 ・:第一
級地方 自治 体は県/市 ・第二級地方 自治体 よ りも上位 にある とされ 、県/市 の条例 を却 下、執行
延期す ることがで きた。 第二級 地方 自治体 に重点が置かれた理 由は、 「第二級 地方 自治体 こそ
が住民 とよ り直接 的に関係 を持 ち、その結果 、当該地 区の住 民の要求 を理解 し、実現す ること
が期待 され うる」(74年 第5号 法注釈)と い うことと、第一級地方 自治体 に権 限 を与 えすぎ る
と政治 的統 一を危 うくす る とい う懸念 とか らである。
スハ ル ト政権崩壊 後 の99年 第22号 法の も とでは地方行政 組織 は若干簡 素化 された。 地方 行
政単位 は、地理的大き さか ら順に言 うと、州(Provinsi)、 県/市(Kabupaten/Kota)、 郡、町 ・
行政村 である(大 まかな機構 図について は図2参 照)。
これ らの うち、地方 自治体 としての位 置づ けを与 え られ ていたのは、州 、県/市 、行 政村 で
あ る。州 、県 ・市には1割 程度 の国軍 ・警察 出身の任命議員 を除いて公選議員 か らなる地方議
会が設 置 され た。 村落 に は住 民 の直接選 挙 で選 ばれ た公 選議 員か らな る村落 議会(Badan
PerwakilanDesa,BPD)が設置 された。州知事(Gubernur)、 県長/市 長(Bupati/Walikota)
はそれ ぞれ 、州議 会(DPRDPropinsi)、県/市 議会(DPRDKabupaten/Kota)によって選
ばれ る。 一方、行 政村長(KepalaDesa)は 村 民の直接選挙 によって選 ばれ る。
重点が置 かれ る地方 自治体 はスハル ト体制期 と同 じく県/市 であ り、県/市 が行 う義務 のある
行政分 野 として、公共事業、保健、教育 ・文 化、農業 、運輸 ・通信 、通商 ・産業、投資 、環境、
土地、協 同組合 、労働 が法律 に明記 され 、州 に委譲 しては な らない とされ た(第11条 第2項
及びそ の注釈)。 また、市 については、市の ニーズに対応 して、消 防、清掃 、公園、都市計画
な ども市の権限 となる(第11条 第2項 注釈)。
海域 につ いて も規 定が定め られ、州の海岸線 か ら12海 里 以内が州 の領海 とな り、県/市 の海
岸線か ら4海 里以 内が県/市 の領海 となった(第3条 、第10条)。
スハル ト時代 と違 って、州 と県/市 との 間に は上下 関係 はな くな り、地 方 自治体 と して同等
5K:otamadya(市)はKabupa七en(県)の境 界 外 に あ る。 都 市 化 が 進 み 行 政 事 務 の 増加 した 地 域 が県






























:監 督 ・被監督関係 町長 村長
村議会
町長















































[亠村長] 村議会 町長 町長
町 しかない。
[出所:拙 稿 「イン ドネシアにおける地方分権について=国 家統合のための分権プロジェク トの行方」、国際協力事業団 ・国際協力総合研修所 『「地方行政













る(第9条 第2項)。 県や市の境界事項に関する行政権限 とは、例えば、公共事業、運輸 ・通
信、森林、プランテーションに関するもので、その他特定の行政分野での権限とは次の7分 野
に関するものである:a.マ クロ ・レベルの地域開発計画及びコン トロール、b.特 定分野の
研修、有望な人材の配置、州域に及ぶ調査、c.域 内港運営、d.環 境規制、e.貿 易及び文







方 自治体にも同様の職務を担 う部局があ りながら、互いの関係は密ではなく、バラバラに業務
を遂行 してお り行政の効率性を下げていた。出先機関の廃止は、広範な地方 自治の付与のため
であると同時に、こうした行政非効率の解消も目的としていた。
県1市 に設 け られていた中央省庁 の出先機関、 県分所/市 分所(KantorDepartmen:
Kandep)は 、県/市に広範な地方 自治を与えるとい う目的に沿って、廃止ない しは県/市の関
連部局に統合 されることとなった。州は地方自治体であると同時に中央政府の下部機関として
の性格を併せ持つものの、中央省庁の出先機関、州支所(KantorWilayah:Kanwil)は廃
止ない しは州の関連部局に統合され、権限の分散に伴 う事務の遂行は、州の関連部局が行 うこ
とになった(第63条)。 但し、中央の権限である外交、国防治安、裁判、金融 ・財政、宗教に
関する出先機関は残る(第129条 第2項)。 具体的には、裁判所、宗教省支所は省 の出先機関
として残 り、大蔵省下にある国税総局の出先機関である税務署は地方での国税徴収を行い、予
算総局の出先機関は地方に割 り当てられた国家予算の出納 ・執行監督を行い続けることになる。
62001年4月27日 に出された 「地方行政遂行に対する後見と監督に関する2001年 第20号 政令」では、
州が中央政府の代理として、県/市への後見 ・監督を行 うことが明記 された。 この法律が一つの契機 と
なって州が県1市に対する締め付けを厳 しくしていくかは定かではない。対等とされる州 と県/市 との関
係は今後の展開を見ないと分からない。
7ス ハル ト体制;期には地方行政基本法である74年 第5号 法とは別に1979年 第5号 法があり、それが村
落行政基本法であった。 「改革」後の地方行政基本法である99年 第22号 法では、行政村に関する規定も
含められ、自治体についての法律は一本化 された。99年 第22号 法の下で行政村がどのように変化 してい
くかまだはっきりしないので今回は行政村については詳述 しない。スハル ト体制時代の(ジ ャワの)行
政村のあ りようにっいては島上氏の論文[島上2001]が 参考になる。
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③ 自治体の廃置分合




要 とし、新設県 ・市ならば3つ 以上の郡から構成され、該当州と県 ・市議会の同意を必要 とす
る。また、7つ の観点(経 済力、自治体潜在力、社会文化、社会政治、人口、自治体面積、そ
の他)に ついて該 当地域を19の 指標 を用いて分析 し、自治体 となる適格性を判断する。適格




央政府の意向が強 く反映 される仕組みができていたこと8、2)地 方首長が責任を負っていた
のは、地方議会ではなく内務大臣を通じて大統領であったこと、3)地 方議会がチェックでき








中央か らの補助金もブロック ・グラン トの割合が増大 したことから、地方議会がチェックでき




ここでは、中央政府 と地方 自治体の媒介役を担 うフォーマルな制度を見ていきたい。
スハル ト時代であれば中央省庁の出先機関である州支所、県/市分所が中央政府と地方 自治体
の媒介 とい うよ り、中央政府の意向を地方に貫徹する組織 として存在 した。また、人事の上で





1999年 第22号 法の下では、中央の出先機関は5分 野を除いてなくな り、州知事、県/市長人
事への中央の介入は困難になった。従って、政令、通達などを除けば中央が地方 自治体、特に
県/市の行政 ・政治に介入することは困難 になった。む しろ、地方 自治体が中央政府に対 して
要求を提示することを可能にす る制度が誕生した。それは、以下の地方 自治諮問会議、地方 自
治体連合である。
・地方自治諮問会議(DewanPertimbanganOtonomiDaerah:DPOD)
スハル ト体制時代にもDPODは あった。 しか し、構成員は閣僚だけであった。一方
厂改革」後は、DPOD構 成員に自治体代表も含まれ るようになり、地方の声が反映 され








続いて、新 しい地方財政制度をスハル ト体制期のそれ と比較 した上で見てい く。
① スハル ト体制期の地方財政状況
スハル ト体制期、財政面で中央集権的であったといえるのは、中央政府の歳入 ・歳出が地方
自治体の歳入 ・歳出に比べて圧倒的に高く、それとも関連 して地方 自治体が自主財源拡大を独
自に図れなかったためである9。
あくまで概算だが、中央 ・地方を合わせた政府歳入において90%以 上、歳出において75%
以上を中央が 占めていた(96年 度予算)(表1)。 州 自治体歳入に占める自主財源比率は約
34%、 県/市自治体歳入に占める自主財源比率は約14%で しかなかった(96年 度予算)。
中央政府は政府決定を通じて自治体補助金(SubsidiDaerahOtonom:SDO)と大統領令
交付金(InstruksiPresiden:Inpres)と を毎年度地方 自治体に付与 して、乏 しい自治体予算
の補填を行った。 しか し、SDOは 地方 自治体公務員給与を中心 とする地方 自治体の経常支出
に割 り当て られる補助金であり、地方自治体が自由に使途を決定することはできなかった。
一方のlnpresは 各地方自治体の開発支出に割 り当てられる。Inpresに は2種 類あり、道路、
灌漑、教育、衛生など特定分野への利用を義務づけたものと、州、県1市、行政村にブロック ・
グラントとして割 り当てられるものがあった。Inpresは 地方の人口、地方自主財源、道路距離
9ス ハ ル ト体 制 期 の地 方 財 政 に つ い て は 、 例 えばN・ デ ー バ ス の著 作[Devas1989]を 参 照 して ほ しい 。
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表1全 政府歳入 ・歳出に占める各政府の歳入 ・歳出比(1996年 度)(10億 ルピア)(注1)
中央 政 府 純 歳 入
95,840
91.53%
中央 政 府 純 歳 出
77,823
75.72%
州 政 府 純 歳 入
5,428
5.18%
州 政 府 純 歳 出
10,835
10.54%
県 ・市 政 府 純 歳 入
2,352
2.25%
県 ・市 政 府 純 歳 出
12,282
11.95%
村 政 府 純 歳 入
1,087
1.04%
村 政 府 純 歳 出
1,832
1.78%
全 政 府 純歳 入合 計
104,707
100.00%
全 政 府 純歳 出合 計
102,772
100.00%
[出所:拙 稿 「インドネシアにおける地方分権について:国 家統合のための分権プロジェク トの行方」、
国際協力事業団 ・国際協力総合研修所 『「地方行政と地方分権」報告書』(座 長:村 松岐夫 ・京都
大学教授)コ














富な地域からは天然資源の利益が地方に還元 されていない として不満があが り、地方 自治体一
般で言えば、財政面での中央依存だけでなく、自治体のイニシアティブを全体として弱め、指
示待ちが地方公務員の典型的な姿勢となって しまった。「改革」期に施行 された1999年 第25号




地方 自治体にとって地方税 と課徴金が主な自主財源である。スハル ト時代には、地方税に厳






0 表22000年 第34号 法における地方税の種類 ・配分(左)と1997年 第18号 法における地方税の種類 ・配分(右)
税 項 目 合計
内訳
州 県 ・市 行政村
最高税率
A.州 税*
1エ ン ジ ン付 き車 両税1)
2エ ン ジ ン付 き車 両名 義 変 更 税
3ガ ソ リン税1)
4地 下水/湧 水 取得 ・利 用税
B.県 ・市税**
1ホ テ ル 税2)
2レ ス トラ ン税2)
3娯 楽 税2)
4広 告 税2)
5街 路 照 明税2)










































税 項 目 合計
内訳




































[出所:拙 稿 「イン ドネシアにおける地方分権について:国 家統合のための分権プロジェクトの行方」、国際協力事業団 ・国際協力総合研修所 『「地方行政 と地方分
権」報告書』(座 長:村 松岐夫 ・京都大学教授)]
*中 央政府が政令でイン ドネシア全土に対する一律の税率を定める。
**各 県 ・市が条例で税率を定める。
1)州 内の県 ・市 自治体の取 り分は県 ・市 自治体間の均等化 と潜在性を考慮 して州の条例で定められる。
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与率が高 まった。
③ 地方財源の種類(2):均 衡金





ほしい。例えば、石油収入については、85%が 中央、15%が 地方の取 り分 となり、地方の取




的補助金であり、国内歳入の最低25%が 割 り当てられる。一般割当金の90%は 県 ・市に、10%











グラン ト化 したことなどである。一般割当金を国内歳入にリンクさせて国内歳入の25%に し
たのは、地方自治体予算の安定確保を目指 しているのであろう。
(3)ア チ ェ と イ リア ン ・ジ ャヤ
① アチ ェ特別州
2001年8,月9日 に 「ナ ングロ ・アチェ ・ダルサ ラーム(NanggroeAcehDarussalam)州
と して アチ ェ特別地域州 への特別 自治権付 与 に関す る2001年 第18号 法」が 国会 を通過 した。
ポイ ン トは以下の点であ る。
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=
N 表399年 第25号 法などに基づく歳入分与金の配分率
地方自治体
内 訳
税項目 歳入分与基準 中央政府 合 計 県 ・市 詳 細
州 その他の産出県 ・市
県 ・市






















































































地方 自治体領域外(12マ イル以遠)で 産出された石
油及び石油関連税収は中央政府取得分となる。
地方 自治体領域外(12マ イル以遠)で 産出された天
然ガス及び天然ガス関連税収は中央政府取得分となる
所得税 に関す る2000年 第17号 法
[出所:拙 稿 「インドネシアにおける地方分権にっいて:国 家統合のための分権プロジェク トの行方」、国際協力事業団 ・国際協力総合研修所 『「地方行政 と地方分
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a.イ ス ラー ム教徒 は、イ スラーム法院(MahkamahSyar'iyah)を通 じてイス ラーム法 で
裁 かれ る ことになった。
b.自 主財源項 目に喜捨(ザ カー ト)を 加 えた。
c.歳 入分 与の割合 が石 油収入 につ いて は税控 除後 の55%、 天然ガ ス収入 について は税控 除
後 の40%と な り、他 の産 出地方 に比 べて大幅 に歳入分与割合 が増加 した。(9年 後 には割 合
はそれ ぞれ35%と20%に 削減 され る。)
d.当 州 のみで操業活動 を行 う国営企業 に対 して、当州政府 は資本参加 を認 められた。
e.歳 入 の最低30%を 教育費 に充て なけれ ばな らな くなった。
f.正 副州知事 、正副県 ・市長 の直接選挙制 を導入 した。
g.ナ ングロ ・アチェ ・ダルサ ラー ム特別 自治州 の慣習 ・文化 ・紐帯 のシンボル として ワ リ ・
ナ ングロ(WaliNanggroe)とトゥハ ・ナ ングロ(TuhaNanggroe)を設置 したio。
h.当 警察管区で任務 に当た るイ ン ドネシア国家警察の将校、下士官の選択はナ ングロ ・アチェ ・
ダルサ ラーム州 の法律 、文化、慣習、州知事 の政策 を考慮 した上 で当警察管 区長 官が行 うこ
とになった。
② イリアン ・ジャヤ州







e.歳 入分与について、向こ う25年間、石油収入については税控除後の70%、 天然ガスにつ
いても税控除後の70%が パプア州に割 り当てられることになった。26年 目以降は、それぞ
れ50%と なる。
f.特 別割当金配分においてパプア特別州に重点配分されることになった(20年 間)。














第1節 で触れたように、イン ドネシアにおける分権化 とは様々な側面でのコン トロールを解
消する過程の一側面である。特に、自由 ・公正な総選挙の実施などの政治的民主化により、地
方 レベルでも様々な政治的思想、要求、それ らの対立或いは利権争いが表面化 してくるように
なった。第2節 で述べた地方分権制度の導入は地方 レベルでのこうした要求や対立を制度内化
しようとす る試みの側面もある。一方で新制度の導入が新 しい地方政治 ・行政のルールを地方
で作 り出している。そこで以下では、現在のイン ドネシアの地方政治の動向を二つに分けて考
えることにしたい。一つ目は、スハル ト体制の崩壊 と共に顕著化 した地方の要求が地方分権化
によって対応 しきれているか否かについて、二つ 目は新 しい分権制度の導入そのものがもた ら
した新 しい地方政治の方向性にっいて論ずることにする。当然ながらこの二つは明確に区分 し
うるものではなく程度の問題であるが便宜上分けて論 じる。
(1)地 方 の要求の制度内化 資源再配分 、宗教 ・イデオ ロギー、エスニシテ ィ












ゲラン地方の経済的利権の獲得を目指 して、バンテン地方エ リー トの一部が住民を動員して新
州設立要求を求め始めた。彼 らのカネ ・動員 ・ロビー活動の結果、母体州西ジャワ州が反対に
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ゴロンタロ地方(人 口約84万 人)(1999年 統計)は 北スラウェシ州の西部に位置 し、オラン
ダ時代の一理事州の中心地であった。 この地方もまた 「改革」に伴い州新設を要求 し始めた。







ことは否めない12。ゴロンタロ州への参加 を表明したのは2県 と1市 だけであったが、母体州
である北スラウェシ州がそれほど州分割に反対 しなかったこともあり、ゴロンタロ地方は州 と
なった13。
この1と2の 場合、中央政府は地方の要求を分割 という形で対応 し、それなりの成功を収め
たと言える。
③ 東カ リマンタン州のクタイ地方
クタイ地方は石油 ・天然ガス産出地方である。従って、99年 第25号 法の下では歳入分与に
より大幅に予算が増加することになる。同法施行までは約800億 ル ピアの歳入分与を受けてい
たが、同法施行後の2001年 度予算ではその25倍 に当たる2兆 ル ピア近い歳入分与を受けるこ
ととなった。その意味で石油 ・天然ガス資源か らの収益の大半を中央政府に提供 しているとい
う東カリマンタンの不満は減少 したといえる。 しかし、99年10月 にクタイ県がクタイ ・カル
タヌガラ県、東クタイ県、西クタイ県、ブルンガン市の3県 ・1市 に分割 されたことから新た
な問題が起きた。2001年 度国家予算案では、東 クタイ県に8300億 ル ピア、クタイ ・カルタヌ
11バ ンテ ン州 設 立 の政 治 過 程 につ い て は、 拙 稿[岡 本2001b]を 参 照 して ほ しい 。
12ボ ラー ン ・モ ン ゴ ン ドウ県 で は 、 ミナ ハ サ 県 との 土 地 係 争 に 対す る 不満 を き っ か け と して トタ ブ ア ン
州 新 設 を 求 め る 動 き が 起 き て い る[ForumKeadilan,No.43,10Februari2002]。
13ゴ ロ ン タ ロ州 設 立 の 過 程 に っ い て は 、 例 え ば そ の 中 心 人 物 の 一 人 で ゴロ ン タ ロ州 設 立 国 民 理事 会 会 長












る一方、また新たな問題が生じた。 クタイ ・カルタヌガラ県に属 し、大規模;な石油埋蔵量を誇
る4郡 が新県設立要求を提出し始めたのである。 しかもその要求運動を率いているのは、4郡




2001年2月 下旬以降、伐採業が中心の東 コタワリンギン県都サンピットでの殺害事件 を契
機 として地元民のダヤック人 と移住民のマ ドゥラ人 との間で凄惨な民族抗争が起き、3月 末ま
でに中カリマンタン州都パランカラヤ市、カプアス県、西コタワリンギン県都パンカラン ・プ
ンなど同州各地に広がった。ダヤック人によって狩 られたマ ドゥラ人の首の写真がインターネッ
ト上で流れ(http:〃listen.to/Sampit)、 その凄惨さが際だった。97年 と99年 には西カ リマンタ
ン州で同様の事件が起きている。こうした事件の結果、数万人単位のマ ドゥラ人難民が発生し、
東ジャワのマ ドゥラ島だけで約97,300人 の避難民を引き受 けた。その避i難民には中カリマン
タンで育ち、マ ドゥラを知らない者も多い。抗争の直接の原因は色々と言われているが、ダヤッ
ク人がマ ドゥラ人の首を狩 り、それを正当化 しうる背景には移住民マ ドゥラ人に対する地元民
ダヤック人の根強い反感がある。ダヤ ック人は、移住民のマ ドゥラ人が伐採業や小売業に従事
して彼 らの就業機会を奪っていることに不満を抱いていたのである。
4月 以降、マ ドゥラ人を除く形で中カ リマンタン州の各県 ・市でマ ドゥラ人の居住を今後認
めるかどうかについての住民会議が行われた。それを受けて6月 第1週 には中カ リマンタン住
民会議がパランカラヤ市で行われた。この会議の結果、3つ の県は中カ リマンタンの慣習(ア
ダッ ト)を 尊重するとい う条件付きでマ ドゥラ人の居住を認め、東 コタワリンギン県を含む2
県1市 は、ダヤック人 と結婚 したマ ドゥラ人、既に中カ リマンタンに10年 以上居住 していた
マ ドゥラ人を除きマ ドゥラ人の居住を認めない方針を打ち出した14。
14東 カ リマ ン タ ン の 情 勢 に つ い て は 以 下 の雑 誌 記 事 を と り あ え ず 参 照 して ほ しい 。[Tempo27Mei,
2001:30-31;ForumKeadilan,27Mei,2001:85;Gatya,16Juni,2001:42-43]また 、 森 下 明 子 氏
(京都 大 学 大 学 院 博 士課 程)か ら ご教 示 を頂 い た。
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3と4の ケースは、地方分権化では必ずしも対応できなかった場合である。3で は、天然資
源産出地方に有利な歳入分与を行 う中央 ・地方財政均衡制度を導入 した結果、石油 ・天然ガス
産出地方がこれまで同じ自治体内にあった他地域を切 り離す方向を生み出した。上述のように
2000年 第129号 政令(2000年12月13日)に 従えば、3県 ・市以上あれば州設立を、3郡 以上
あれば県 ・市設立を求める最低条件を満たすことになってお り、この条件が自治体設立要求を



















スラウェシ州の4大 エスニック ・グループ(ブ ギス人、マカッサル人、マンダール人、 トラジャ
人)の うちのマンダール人がこの地域住民の75%を 構成 してお り、そ うしたエスニ ック的連
帯感が州新設運動を突き動かしている面がある。②経済的後進性:こ の地域は南スラウェシ州
の中でもっとも経済的に取 り残 されてお り、それはマカ ッサルからこの地域に入っただけでも
一 目瞭然である。そうした後進性に対する不満が州新設運動につながっている。
2001年1月 の段階で上記3県 議会及び県長は州新設を明確に支持 しているため、母体州で
ある南スラウ耳シ州としても対応せざるを得なくなり、州新設の適性調査チームを発足させた。
このチームの調査結果は未定であるが、南スラウェシ州政府 としては、地方 自治の主体が県 ・
市であることを理由として、 とりあえず3県 の細分化を先行 させた。2002年4.月 にはポルマ







にもかかわらず、ムス リムが人 口の90%を 占めること、歴史的にもイスラーム王国が存在 し
てきたことなどを背景として、スハル ト政権崩壊後、南スラウェシ州をイスラーム法の適用さ




2000年10月 下旬、マカッサルでKPPSIが 南スラウェシ ・イスラーム共同体会議を主宰 し、南








KPPSIは 南スラウェシ州の県 ・市 レベルでイスラーム法の要素を含む条例の作成を押 し進
めてボ トム ・アップ的なイスラーム化を推進する一方で、あくまで合法的に州レベルでもイス
ラーム法適用を求め続けた。2001年12月29日 ～31日 にかけて、第二回南スラウェシ ・イスラー
ム共同体会議を開催 し、その際にKPPSIは2002年 提出法案として南スラウェシ州に対す るイ
スラーム法が適用される特別 自治体法案を提示 した。開会の辞を依頼されていた副大統領のハ
ムザ ・ハズは別の式典に先に出席 したために遅れて会議場に現れた。副大統領のスタンスは、





15南 ス ラ ウェ シ州 の イ ス ラー ム法 適 用 特 別 自治 化 の 動 き にっ い て は 、KPPSIが 編 纂 した 文 献 を参 照 し
て ほ しい[KPPSIn.d.a;n.d.b;n.d.c」
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を得なくなっている。そして、中央政府はそ うした異議 申し立てに対 して地方の分割 とい う形
で応 じてお り、アブ ドゥルラフマン ・ワヒ ド大統領(当 時)は 州の数を50ま で増やす ことを
容認するような発言をしていた。
表4は1998年1,月 から2003年6,月(予 定)ま での州、各州の県 ・市の増加数及び地区ごと
の州、県、市の増加数 を示したものである17。まず州の数から見てみる。98年1月 時点で東チ
モール州も含めて27で あったが、2003年6,月(予 定)時 点では1減5増 して31に なっている。
次に県 ・市の数であるが、98年1月 時点で東チモール州内の13県 も含めて314の 県 ・市があっ
た。2003年6月(予 定)時 点では合計437の 県 ・市が存在することになる。東チモール州の独
立により13県が存在しなくなったことから、イン ドネシアではこの5年 あまりの間に136の 県 ・
市が増加 したことになる。このようにして次々に新州、新県 ・市設立を認めていけば、その境
界線はエスニシティ ・宗教 ・言語の境界線と限 りなく一致 していくであろ う。そのことは、表
5の 島ごとの自治体増加率を見れば分かるように、嘗治体が増加 しているのはジャワ島よりも
162002年3月15日 、フィリピンのマニラ空港で南スラウェシ出身のイスラーム教徒3名 が爆弾所持の
容疑で逮捕された。そのうちの一人は、アグス ・ドゥイカルナといい:KPPSIの 委員長かつラスカル ・ジュ





172003年4月 末、内政を担当する国会第2委 員会のM・ アキル ・モフタル氏が、同年6月 までに更に




表4イ ンドネシアの自治体数の変化(1998年1月 ～2003年6月 末予定)
州 ・島 新 設 州
1998年1,月 現 在2001年 末 現在2003年6月 末 予 定


































































合 計 249 65268 85346 91
スマ トラ 島
ジ ヤ ワ 島
バ リ、 ヌ サ ・ トゥン ガ
ラ 、東 チ モ ー ル
カ リマ ン タ ン島
ス ラ ウ ェ シ 島




















合 計 249 65268 85346 91
[出所:イ ン ドネシア統計庁出版データ、Kompas記 事、内務自治省一般地方行政総局地域開発 ・境界局
「全インドネシア州 ・県 ・市の名前と数について」(2001年2月 現在)な どをもとに筆者作成]
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表5イ ン ドネシアの県 ・市の増加率(1998年1月 ～2003年6月 末予定)
州 ・島
県 ・市 の数 県 ・市 の数:




バ リ、 ヌ サ ・ ト ゥ ン ガ ラ 、
東 チ モ ー ル*
カ リマ ン タ ン島
ス ラ ウ ェシ 島



















合 計 314 437 39.17%
[出所:表4に 同じ]













(2)分 権下の地方行政 ・政治の混乱 ・変容
人事、地方税 ・課徴金 、地方議会の台頭
分権法が地方行政 ・政治に与えたインパク トを二つに分けて検討す る。一つ 目は74年 第5
号法の地方行政制度か ら99年第22号 法、第25号 法の地方行政制度へ と転i換す るに当たって地
方 自治体が直面した問題 とそのインパク トについて、二つ目は99年 第22号 法、第25号 法の枠
組みそのものが持つ地方行政 ・政治へのインパク トについてである。
①74年 第5号 法体制から99年第22号 法、第25号 法体制へ
地方分権基本法二法が公布 されたのが99年5月 であり、その法律に基づいて地方分権化 を















イン ドネシアの公務員総数が約390万 人(国 家公務員:約320万 人、地方公務員:約70万 人)
である。約320万 人いる国家公務員の うち約190万 人が地方公務員に配置換えとなった。その
うち約110万 人が教職員である。中央省庁の出先機関の公務員が自治体職員に配置換えになる












2001年 度予算から均衡金の増大により自治体予算が大幅に増加 した。1998年 から2001年 に
かけての南スラウェシ州の各県 ・市の歳入 ・歳出、経常支出 ・開発支出及び99年 から2001年
にかけてのそれ らの増加率については表6、7、8を 見てほしい。増加分の大半は増大した地
方公務員への給与分を中心 とする経常支出に割 り当て られたものの、開発支出枠も大半の自治
体で増加 してお り、その内訳は自治体に委ね られることになった。その結果、自治体によって





表6南 スラウェシ州内の県 ・市歳入(1998年 度～2001年 度)及 び歳入増加率 表7南 スラウェシ州各県 ・市の歳出(1998年 度～2001年 度)及 び歳出増加率
(1999年 度～2001年 度)(千 ルピア)(1999年 度～2001年 度)(千 ルピア)
県 ・市名 1998年 度歳入1999年 度歳入2001年 度歳入
増 加 率
(99-01年 度)













































































































































































































































合 計 992,249,7661,385,642,5193,319,533,810139.57%合計 935,451,8471,335,125,6493,319,533,810148.63%












心 表8:南 スラウェシ州各県 ・市の経常支出 ・開発支出及びその増加率(1998年 度～2001年 度)(千 ルピア)
県 ・市名
1999年 度歳出 2001年 度歳出

































































































































































































ここでは分権基本法二法がもたらした新 しい地方行政 ・政治のあ り方にっいてポイン トとな
る点について簡単に触れることにする。
a.政 府間関係
99年 第22号 法において州と県 ・市の問に階層的関係がないと明記 されたことにより、州 の
位置づけが曖昧になった。スハル ト時代であれば、州知事が招集をかければ間違いなく県長 ・
市長は出席するとい うことがなくなった。地方分権の主体が県 ・市であることを考えれば当然




てられたこともあ り、多 くの自治体で自主財源の増大が声高に主張された。2000年 第34号 法





地方 自治総局長は、2001年9月 現在までに制定された地方税 ・課徴金関連の条例1054本 の う
ち問題があると認められたものは105本 であり、その105本 の条例について大蔵省 に意見を求
めている段階だと述べた[Kompas10September,2001】 。そ して、2001年11A23日 、内務 自
治省に設置 された条例 ・首長決定調査作業部会は投資環境を妨げるとして68の 条例を無効に
するよう内務大臣に勧告 した[Kompas24November,2001]。 勧告を受けて内務大臣は、関係






192002年7月 現 在 、68条 例 の うち、52条 例 は 自治 体 が 修 正 を行 い 、9条 例 は 無 効 に な り、7条 例 は 関係











に推奨 していることもあり、イン ドネシアでも住民参加が一つのテーマとな り、また、その住
民参加を側面支援する組織としてNGOの 役割が重要視 されつつある。地方分権化は住民自治
の実現 という側面があるので、住民参加を推進する上では極めて適合的な政治体制である。地
方 自治体によっては開発の計画 ・実施 ・評価の全ての段階に積極的に住民参加を進 めたり、
NGOの 関与を積極的に認めようとしたりしている。 こうした方向性 自体は正しいが、住民の
側がパラダイム転換について理解を示 していなければ住民参加の実施段階で全く形骸化する可
能性がある。また、NGOと いっても様々であ り、パラダイム転換に伴いNGOが 政府プロジェ
ク トを獲得するようになったために、地方公務員や土建業者がNGOを 作 り始めている。これ
ではNGOの 質を無視 してとにもかくにもNGOを 開発過程に参加 させるとい う建前だけを実現
させているに過ぎないことになる。
おわ りに
中央政府の役人は、地方は今 「ユーフォリア(euphoria)」 に浸っているとよく言 う。確か
に地方でのセ ミナーやワークショップのタイ トルには頻繁に 「地方分権」(desentralisasi)や
「地方 自治」(otonomidaerah)が 枕詞のようにっ く。上述のように、地方自治体の中には地
方分権の一側面である住民参加 を積極的に押し進めて条例化 した り、NGOと の連携を図った





202003年2,月 、州の官房長任命にあたっては内務大臣との協議、県 ・市の官房長及び局長 ・庁長官任
命に当たっては州知事 との協議を義務付ける2003年 第9号 政令が出され、首長による人事権の乱用に歯
止めがかけられた。
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れている面は否めず、それもあってアブ ドゥルラフマン ・ワヒ ドに次いで大統領に就任 したメ
ガワテ ィは政党法、選挙法の見直 しに加 えて地方分権基本法の見直 しを発表 した。そして、
2002年1,月5日 には内務省地方 自治総局によって99年 第22号 法改正案が作成 された。この改
正案では、大統領による地方議会解散権、州の権限明確化、地方首長の直接選挙、住民の政治
的権利の拡大など様々な側面での現行法改正を含んでいた。県 ・市は、州の権限強化、大統領
の地方議会解散権などに強く反対 した。その結果、同年5月 末、内務大臣バ リ ・サバル ノ
(:HariSabarno)は 現行法を当面施行 し続 け、改正するにしても中央集権化することはない
と明言 した[ForumKeadilan,9Juni,2002:92]。
こうした段階にあってインドネシアの地方分権について言えることは次の二つである。
① 適切な自治単位そのものが問われている。このことは第3節 第1項 からも分かるが、適切
な自治単位の模索は州や県 ・市といった上位の自治体の境界見直しに留まらず、村 レベルの
境界見直 しに及んでいる。例えば南スラウェシ州タナ ・トラジャ県では、現在の行政村(デ
サ)を オ ランダ植 民地時代前 の 自治 単位(或 いは小王 国の単位)で ある レンバ ン
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